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「新しい自己資本比率規制の再見直し後の告示案に対する意見募集の実施について」への意見一覧 

（内部格付手法） 

 

番号 条文 意見の概要 回  答 

1 
第 1条第

5号 

ディスカウントの取扱いにつき、パブリッ

ク・コメントへの回答(平成17年 3月 31日公

表別紙 5（内部格付手法）項番 70)では、「内

部格付手法において、デフォルト債権のディ

スカウント部分は、適格引当金として取扱う

ことがバーゼルⅡにおいて認められていると

ころです。しかしながら、LGD につき当局設

定値を用いる基礎的内部格付手法において、

デフォルト債権のリスク管理の適切性、及び

購入債権のディスカウント部分との取扱い関

係の整理の観点から、引続き検討していく予

定です。」とされている。 

 

今般の再見直し後の告示案においても、ディ

スカウント部分を所要自己資本額の軽減に利

用できる規定としては、引き続き 173 条 4 項

および 257 条 4 項で限定的に規定されている

のみであるが、バーゼルⅡ最終文書でのディ

スカウントの取扱いを勘案、上記対応を認め

て頂きたい。 

内部格付手法において、デフォルト債権のディ

スカウント部分（返金を要さないものに限る）

は、当該債権がデフォルト債権である限りにお

いて、適格引当金として取扱うことがバーゼル

Ⅱにおいて認められているところです。しかし

ながら、基礎的内部格付手法においては、事業

法人等向けエクスポージャーの所要自己資本

を算出する際に、LGDにつき当局設定値を用い

ることとなることから、大幅なディスカウント

部分を伴うデフォルト債権の所要自己資本が、

内部リスク管理上適切と考えられる観点から

も、過度に軽減される可能性があります。 

 

従って、基礎的内部格付手法採用行が事業法人

等向けエクスポージャーを購入する場合で、当

該エクスポージャーが購入時にデフォルト債

権である場合は、当該エクスポージャーが自己

資本比率の算出の基準日においてもデフォル

ト債権である限りにおいて、当該エクスポージ

ャーの期待損失率にEAD（ディスカウントを考

慮する前の額面を下限）を乗じた額までのディ

スカウント部分について適格引当金として取

扱うことが適当と考えられます。 

 

このような観点から、告示案第173条第4項を

以下のように修正致します。 

 

旧：購入債権のデフォルト・リスク又は希薄化

リスクから生じる損失額について最劣後の

信用補完を提供するために購入債権の価額

がディスカウントされている場合で、ディス

カウントされた額から当該損失額を差し引

いた額（正の値をとる場合に限る。）を当該

購入債権の譲渡人に対し返還するよう約定

されているときは、内部格付手法採用行は、

購入債権のディスカウント部分を証券化取

引における最劣後部分として取り扱うこと

ができる。 

 

新：購入債権の価額がディスカウントされてい

る場合であって、次に掲げる事由に該当する
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ときは、次の各号に定める方法により信用リ

スク・アセットの額を算出することができ

る。 

一 デフォルト・リスク又は希薄化リスク

から生じる損失額について最劣後の信用

補完を提供するために購入債権の価額が

ディスカウントされている場合で、ディス

カウントされた額から当該損失額を差し

引いた額（正の値をとる場合に限る。）を

当該購入債権の譲渡人に対し返還するこ

とが約定されているときは、内部格付手法

採用行は、購入債権のディスカウント部分

を証券化取引における最劣後部分として

取り扱うことができる。 

二 購入時点においてデフォルトしていた

購入債権の価額がディスカウントされて

いる場合で、ディスカウントされた額から

当該債権から生じた損失額を差し引いた

額（正の値をとる場合に限る。）を当該債

権の譲渡人に対し返還することが約定さ

れていないときは、内部格付手法採用行

は、当該債権の第百五十条に定める期待損

失額を超えない部分に限り、ディスカウン

ト部分を適格引当金と認識することがで

きる。 

2 

信組 

第 1条第

7号 

後段「基礎的内部格付手法を採用する信用協

同組合を総称していう。」を「基礎的内部格付

手法を採用する信用協同組合等を総称してい

う。」とすべきではないか。 

御指摘を踏まえ、告示案第1条第7号（信組）

を以下のように修正致します。 

 

旧：内部格付手法を採用する信用協同組合等

信用協同組合等（信用協同組合及び信用協同

組合連合会（中小企業等協同組合法（昭和二

十四年法律第百八十一号）第九条の九第一項

第一号の事業を行う協同組合連合会をいう。

以下同じ。）をいう。以下同じ。）のうち、先

進的内部格付手法を採用する信用協同組合

等と基礎的内部格付手法を採用する信用協

同組合を総称していう。 

 

新：内部格付手法を採用する信用協同組合等

信用協同組合等（信用協同組合及び信用協同

組合連合会（中小企業等協同組合法（昭和二

十四年法律第百八十一号）第九条の九第一項

第一号の事業を行う協同組合連合会をいう。

以下同じ。）をいう。以下同じ。）のうち、先

進的内部格付手法を採用する信用協同組合

等と基礎的内部格付手法を採用する信用協
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同組合等を総称していう。 

3 
第 1条第

42号 

その他リテール向けエクスポージャーとし

て、「一の債務者に対するエクスポージャーの

合計額が一億円未満のもの」と定義されてい

るが、エクスポージャーの合算対象は当該債

務者に係る全てのエクスポージャーと考えて

よいか。例えば、株式等エクスポージャー、

特定貸付債権は対象外とする等の例外はある

のか。 

 

一の債務者に対するエクスポージャーの範囲

について、明示されていないので、その範囲

を確認したい。債務者名は同じでも一般の貸

出金と、プロジェクト・ファイナンス等の特

定貸付債権に該当する与信があるケースがあ

り、一の債務者のエクスポージャーとして合

算するに相応しくないものと考えられる。 

平成17年6月17日公表別紙4（内部格付手法）

項番4及び告示案第1条第42号ロに記載のと

おり、「一の債務者に対するエクスポージャー

の合計額が一億円未満のもの」か否かの判断に

当たっては、事業性のものを除く個人向けのエ

クスポージャーのみ合算対象から除外するこ

とが可能です。 

4 
第 1条第

42号 

その他リテール向けエクスポージャーとし

て、「一の債務者に対するエクスポージャーの

合計額が一億円未満のもの」と定義されてい

るが、オフ・バランス取引の与信相当額につ

いては、第78条の表の掛け目を掛けた額をも

ってエクスポージャー額としてよいのか、そ

れとも、掛け目を掛ける前の金額（例、当座

貸越契約の空枠額）を用いてエクスポージャ

ー額とすべきか、確認したい。掛け目考慮後

のものでよいとした場合、その他リテール向

けエクスポージャーの掛け目は自行推計値を

使用しなければいけないのか、それとも当局

設定値を用いてエクスポージャー額としてよ

いのか。 

内部格付手法採用行においては、リテール向け

エクスポージャーの EAD につき、告示案第 78

条に規定されている当局設定値の利用は想定

されておらず、同第165条及び第224条の規定

に基づき自行推計することとなります。従っ

て、「一の債務者に対するエクスポージャーの

合計額が一億円未満のもの」か否かの判断に当

たっては、同第78条に規定されている当局設

定値の利用は認められません。 

 

従って、リテール向けエクスポージャーとして

管理されているエクスポージャーの EAD に対

して自行推計値を用いる結果として、事業法人

等向けエクスポージャーとして区分されるケ

ースが生じる可能性がありますが、EADの推計

及び検証がこれらのエクスポージャーの実績

を含めて適切に行われている限りにおいて、許

容され得るものと考えています。 
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5 
第 1条第

42号 

中小企業向け小口与信も本資産区分で扱われ

るものと考えるが、リスク特性・均質性が保

たれている範囲においては実態に即した水準

に設定すべき思われる。中小企業に対する与

信の実態からすると 1 億円未満の定義では厳

しすぎる面があり、金額を 1 億 2 千万円に引

き上げることを要請致するもの。金額基準を

1 億 2 千万円に引上げることにより零細企業

向け小口与信の大宗が「その他リテール」と

して管理可能となり、業務実態・与信運営と

規制との整合性が一層図られると考える。 

 

パブリック・コメントへの回答（17年 6月 17

日公表別紙4（内部格付手法）項番3）におい

て「１億円未満という金額基準に若干の柔軟

性を許容することについて、その必要性も含

め、今後検討したいと考えています」との回

答であった。 

「その他リテール向けエクスポージャー」とし

て区分される「一の債務者に対するエクスポー

ジャーの合計額」の上限については、バーゼル

Ⅱを踏まえつつ、我が国の金融機関における中

小企業金融の実態、規制の明確性、標準的手法

との整合性等も併せて考慮した結果、「1 億円

未満」とすることが適当と考えています。 

 

もっとも、バーゼルⅡでも規定されているよう

に、一時的かつ小額規模な超過を含めて、当該

基準を画一的・機械的に適用する趣旨ではあり

ません。 

 

このような趣旨を明確化する観点から、告示案

第1条第42号を以下のように修正致します。

 

旧： 

ロ イに該当しないエクスポージャーであっ

て、一の債務者に対するエクスポージャーの

合計額が一億円未満のもの 

 

新： 

ロ イに該当しないエクスポージャーであっ

て、一の債務者に対するエクスポージャーの

合計額が一億円未満のもの（一の債務者に対

するエクスポージャーの合計額が一時的に

一億円以上となる場合を含む。） 

6 
第 1条第

43号 

「最終文書」のパラグラフ 222 後段部分の趣

旨を踏まえ、SPC を利用するプロジェクトフ

ァイナンス（例えば、PFI）において、特定の

事業体、政府又は地方公共団体向けの、契約

上確定している債権を保有する SPC 向けエク

スポージャーで、当該債権が同エクスポージ

ャーの主たる返済原資となっている場合に

は、当該事業体、政府又は地方公共団体（「ソ

ブリン」向けエクスポージャーとして認めら

れることを明記するよう要望する。 

プロジェクト・ファイナンスにおいて、その主

要な返済原資が特定の事業（プロジェクト）か

らの収益でなく、当該プロジェクトに関連する

特定の事業法人等の事業からの収益に依存し

ている場合は、当該プロジェクトに対する信用

供与（プロジェクト・ファイナンス）に伴う信

用リスクと当該プロジェクトに関連する特定

の事業法人等の信用リスクを同一と見なし、当

該プロジェクトに関連する特定の事業法人等

向けエクスポージャーとして取扱うことは可

能です。 

 

もっとも、その際、どのような場合に当該プロ

ジェクトに対する信用供与に伴う信用リスク

と当該プロジェクトに関連する特定の事業法

人等の信用リスクを同一視し、当該プロジェク

トに関連する特定の事業法人等向けエクスポ

ージャーとして取扱うかといった基準を適切

に設定し、信用リスク管理指針に明確に記載す
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る必要があります。また、事業法人等向けエク

スポージャーとして取扱う場合は、当該プロジ

ェクトに対する信用供与についても事業法人

等の実態財務に反映すること等を通じ、適切に

事業法人等の信用リスクを把握する必要があ

ります。 

7 

第 1条第

52号、第

54号 

第 156 条

第1項～

第4項 

第 174 条

～第177

条 

ABL（アセットベーストレンディング：売掛債

権・動産等担保融資）の持つ機能は単なる処

分価値による保全強化だけでなく、不動産や

個人保証に過度に依存しないリレーションシ

ップバンキング機能の強化として有用な手法

と考えているところ。かかる ABL 普及を本格

的に普及させるためには、当該担保が金融機

関において適格担保とされることが極めて重

要と認識している。 

 

また、昨年10月に動産・債権譲渡登記特例法

が施行され、動産譲渡担保や債権譲渡に係る

公示制度が整備され、一部金融機関の中には

在庫や動産設備など事業資産に着目した融資

手法の取組が進められている。 

 

これらの状況を踏まえ、当該告示案において、

具体的にゴルフ会員権・船舶・航空機が列挙

記載されているが、客観的な評価手法や処分

価格などの整備が伴うものについては、適格

その他資産担保の列挙記載の対象として検討

を要望したい。もしくは、環境整備の進捗に

対応した弾力的な運用が可能となるよう一定

条件付で適格とできるような表記になるよう

検討を要望したい。 

昨年10月に動産・債権譲渡登記特例法が施行

され、動産譲渡担保や債権譲渡に係る公示制度

が整備され、一部の金融機関において在庫や動

産設備など事業資産に着目した融資手法の取

組が進められていることは認識しております。

今後の実務における動向を注視しつつ、「適格

その他資産担保」に該当する担保種類の範囲

を、必要に応じ告示の修正も含め検討していく

予定です。 

8 第 146 条 

親銀行が内部格付手法を適用する場合、連結

対象である国内銀行（以下子銀行）の資産（＝

内部格付を付与してリスク・アセットを計算）

について、親銀行の連結自己資本比率規制に

おいては内部格付手法の適用が原則義務付け

られても、子銀行自身の単体・連結自己資本

比率規制においては標準的手法の適用が認め

られると理解しているが問題はないか確認し

たい。 

親銀行における連結自己資本比率の算出にお

いて内部格付手法を適用する際に、子銀行につ

いても内部格付手法の適用を行う場合にあっ

ては、当該子銀行においても格付の利用（所謂

「ユース・テスト」）や内部統制等に関する最

低要件の充足が求められることとなります。こ

のような観点から、当該子銀行の単体自己資本

比率の算出においても内部格付手法の適用が

求められ、仮に標準的手法を選択する場合に

は、相当程度の合理的な理由が必要と思われま

す。 
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9 

第 141 条

第4項、

第78条、

第147

条、第

157条第

3項 

貿易関連取引、ソブリン・金融機関向けエク

スポージャー等の特定のオフ・バランス取引

に係わる EAD 推計は、そのデフォルト実績の

少なさから、平成20年度（先進的内部格付手

法開始）時点での有効な EAD 推計が困難であ

る。そうした場合、先進的内部格付手法実施

当初において、当該資産区分の EAD 推計につ

いては、自行推計に向けた先進的内部格付手

法移行計画を提出することとなるが、当該計

画に基づく移行期間中においては、第78条・

157 条に掲げる掛目を使用することができ、

移行計画の当初から、厳格な実績値等との検

証、自己資本比率の適切さを損なうものでな

い旨の説明を求められるものではないとの理

解でよいか。 

 

デフォルト実績の少ないポートフォリオのオ

フ・バランス取引に係わる EAD 自行推計につ

いてのフォールバック・オプション設定の要

望は、17/3/31 公表の再見直し後の告示案に

対するパブリック・コメントにおいてコメン

トしたが、その際の回答（内部格付手法No.7）

は、「当局設定値の使用は当然には認められ

ず、仮に、内部又は外部の情報によっても自

行推計できない場合で、一定の数値を自行推

計値として用いる場合には、暫定的措置であ

り（1）自己資本比率の適切性を損なうもので

ないことの説明、及び（2）実績値との不断の

検証が必要」とのものであったが、当該要件

は、移行期間中には課されないことを確認し

たい。移行計画の提示は、そもそも上記対応

が困難であることに起因することを理解頂き

たい。 

先進的内部格付手法において、デフォルト実績

の少ないポートフォリオのオフ・バランス取引

に係るEADの推計及びその検証が困難であるこ

とは理解できますが、平成17年6月17日公表別

紙4（内部格付手法）項番7に記載のとおり、先

進的内部格付手法においては、LGD及びEADにつ

いて自行推計値を用いることが原則であり、自

行推計できない場合に基礎的内部格付手法に

おける当局設定値を用いることは当然には認

められません。 

 

先進的内部格付手法採用行が、内部又は外部の

情報によっても自行推計できない場合に、一定

の数値を「自行推計値」として用いる場合は、

先進的内部格付手法採用行において、当該数値

を用いることが暫定的な措置であり、自己資本

比率の適切さを損なうものでないこと等につ

いて御説明頂くことになります。また、このよ

うな「自行推計値」の適否については、実績値

等をもって不断の検証を行うことが求められ

ます。 

 

しかしながら、先進的内部格付手法移行計画に

基づき基礎的内部格付手法から先進的内部格

付手法に移行する期間中は、当該計画が合理的

なものであり、金融庁長官による承認を得てい

る限りにおいて、当該計画に従って、告示案第

157条における基礎的内部格付手法に関する規

定（当局設定値）を暫定的に用いてEADを推計

することは可能です。 

10 

第 150 条

第4項～

第5項、

第153条

第6項～

第7項 

適格外部格付が付与れていない FTD（ファー

スト・トゥ・デフォルト）型及び STD（セカ

ンド・トゥ・デフォルト）型クレジット・デ

リバティブ（プロテクション提供サイド）の

内部格付手法における「上限」はUL＋ELベー

スで設定されるべきであり、修文が必要と考

えられる。 

 

再見直し後の告示案第153条第6項では、FTD

型クレジット・デリバティブ（プロテクショ

ンの提供）に係る信用リスク・アセットの取

扱いが、標準的手法の規定（第 136 条第 2 項

条）を準用する形で規定されている。標準的

内部格付手法採用行においては、告示案第150

条及び第153条に基づき、ファースト・トゥ・

デフォルト型及びセカンド・トゥ・デフォルト

型のクレジット・デリバティブを提供した場

合、当該クレジット・デリバティブに係る信用

リスク・アセットの額は基本的に参照資産のリ

スク・ウェイトを足し上げることにより算出す

ることとなりますが、その際、期待損失額を含

め、リスク・ウェイトを 1250％として算出さ

れた信用リスク・アセットの額が上限となりま

す。 

 

御指摘の趣旨を踏まえ、第150条第5項並びに
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手法では、自己資本控除相当（1250％あるい

は2500％）を上限にリスク・ウェイトを合算

することになっているが、これとの平仄から、

内部格付手法においても上限は自己資本控除

相当であるEL＋ULとされるべきと考える。従

って、第 153 条第 6 項にある「所要自己資本

率を百パーセントを上限として合計」という

部分については、EL と UL の合計値に対して

100％を上限とする旨の記述とすべき。また、

期待損失額の算出に係る第150条第4項の「PD

及び LGD を乗じて得た額を百パーセントを上

限として合計」という記述について同様の変

更が必要である。 

第153条第6項及び第7項を以下のように修正

致します。 

 

旧：第150条 

５ 第百三十八条の規定は、前各項の規定によ

る期待損失額の算出において準用する。この

場合において「標準的手法採用行」とあるの

は「内部格付手法採用行」と、「同条第二項

中」とあるのは「第百五十条第四項により読

み替え後の第百三十六条第二項中」と、「算

出しなければならない」とあるのは「算出し

なければならない。ただし、プロテクション

の提供対象となりうる複数のエクスポージ

ャーのうち、当該クレジット･デリバティブ

の EAD を限度としてプロテクション提供者

の所要自己資本率を適用したときに信用リ

スク・アセットの額の削減効果が最も小さい

一のエクスポージャーについて削減される

期待損失額を控除することができる」と読み

替えるものとする。 

 

第 153 条 

６ 第百三十六条及び第百三十八条の規定は、

前各項の規定による信用リスク・アセットの

額の算出において準用する。この場合におい

て「標準的手法採用行」とあるのは「内部格

付手法採用行」と、「与信相当額」とあるの

は「EAD」と、第一項及び第三項において準

用する場合に「リスク・ウェイトを千二百五

十パーセント（海外営業拠点を有しない標準

的手法採用行においては、二千五百パーセン

トとする。）を上限として合計し、当該クレ

ジット・デリバティブの与信相当額に当該リ

スク・ウェイトを乗ずることにより、信用リ

スク・アセットの額を算出しなければならな

い」とあるのは「所要自己資本率を百パーセ

ントを上限として合計し、これに当該クレジ

ット・デリバティブのEAD を乗ずることによ

り、信用リスク・アセットの額を算出しなけ

ればならない。ただし、期待損失額を控除す

ることができる」と読み替えるものとする。

 

７ 第百三十八条の規定は、前各項の規定によ

る信用リスク・アセットの額の算出において

準用する。この場合において「標準的手法採

用行」とあるのは「内部格付手法採用行」と、
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「同条第二項中」とあるのは「第百五十条第

四項により読み替え後の第百三十六条第二

項中」と、「算出しなければならない」とあ

るのは「算出しなければならない。ただし、

期待損失額を控除し、かつ、プロテクション

の提供対象となりうる複数のエクスポージ

ャーのうち、当該クレジット･デリバティブ

の EAD を限度としてプロテクション提供者

の所要自己資本率を適用したときに信用リ

スク・アセットの額の削減効果が最も小さい

一のエクスポージャーについて削減される

信用リスク・アセットの額を控除することが

できる」と読み替えるものとする。 

 

新：第150条 

５ 第百三十八条の規定は、前各項の規定によ

る期待損失額の算出において準用する。この

場合において、「第百三十六条」とあるのは

「第百五十条第四項により読み替え後の第

百三十六条」と、「標準的手法採用行」とあ

るのは「内部格付手法採用行」と、「信用リ

スク・アセットの額を算出しなければならな

い」とあるのは「算出しなければならない」

と、「当該クレジット・デリバティブの想定

元本額を限度としてプロテクション提供者

のリスク・ウェイトを適用したときに信用リ

スク・アセットの額の削減効果が最も小さい

一のエクスポージャーについて削減される

信用リスク・アセットの額を控除することが

できる」とあるのは「当該クレジット･デリ

バティブの EAD を限度としてプロテクショ

ン提供者の所要自己資本率を適用したとき

に信用リスク・アセットの額の削減効果が最

も小さい一のエクスポージャーについて削

減される期待損失額を控除することができ

る」と読み替えるものとする。 

 

第 153 条 

６ 第百三十六条及び第百三十八条の規定は、

前各項の規定による信用リスク・アセットの

額の算出において準用する。この場合におい

て「標準的手法採用行」とあるのは「内部格

付手法採用行」と、第一項及び第三項におい

て準用する場合に「リスク・ウェイトを千二

百五十パーセント（海外営業拠点を有しない

標準的手法採用行においては、二千五百パー
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セントとする。）を上限として合計し、当該

クレジット・デリバティブの与信相当額に当

該リスク・ウェイトを乗ずることにより、信

用リスク・アセットの額を算出しなければな

らない」とあるのは「所要自己資本率を百パ

ーセントを上限として合計し、これに当該ク

レジット・デリバティブのEAD を乗ずること

により、信用リスク・アセットの額を算出し

なければならない。ただし、信用リスク・ア

セットの額及び期待損失額を八パーセント

で除して得た額の合計額が、当該クレジッ

ト・デリバティブのEADに千二百五十パーセ

ントを乗じて得た額を超える場合は、当該超

える額を信用リスク・アセットの額から控除

することができる」と読み替えるものとす

る。 

 

７ 第百三十八条の規定は、前各項の規定によ

る信用リスク・アセットの額の算出において

準用する。この場合において、「第百三十六

条」とあるのは「第百五十三条第六項により

読み替え後の第百三十六条」と、「標準的手

法採用行」とあるのは「内部格付手法採用行」

と、「信用リスク・アセットの額を算出しな

ければならない」とあるのは「算出しなけれ

ばならない」と、「プロテクション提供対象

となりうる複数のエクスポージャーのうち、

当該クレジット・デリバティブの想定元本額

を限度としてプロテクション提供者のリス

ク・ウェイトを適用したときに信用リスク・

アセットの額の削減効果が最も小さい一の

エクスポージャーについて削減される信用

リスク・アセットの額を控除することができ

る」とあるのは「信用リスク・アセットの額

及び期待損失額を八パーセントで除して得

た額の合計額が、当該クレジット・デリバテ

ィブのEADに千二百五十パーセントを乗じて

得た額を超える場合は、当該超える額を信用

リスク・アセットの額から控除し、かつ、プ

ロテクションの提供対象となりうる複数の

エクスポージャーのうち、当該クレジット･

デリバティブの EAD を限度としてプロテク

ション提供者の所要自己資本率を適用した

ときに信用リスク・アセットの額の削減効果

が最も小さい一のエクスポージャーについ

て削減される信用リスク・アセットの額を控
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除することができる」と読み替えるものとす

る。 

11 
第 156 条

第4項 

適格資産担保に他行の先順位が設定されてい

る場合、①担保時価から先順位を控除したも

のについて超過担保カバー率で除した額に相

当する部分について、LGD を置換える、②担

保時価を超過担保カバー率で除したものから

先順位を控除した額に相当する部分につい

て、LGD を置換える、のどちらにすべきなの

か確認したい。また、超過担保カバー率につ

いて、保守的であれば、銀行内規定の担保掛

け目を用いても問題ないかを併せて確認した

い。 

適格資産担保に他行の先順位が設定されてい

る場合は、②の考え方が適用されます。告示案

第156条第4項に規定されている最低所要担保

カバー率及び超過担保カバー率は、先順位の適

格資産担保の額を含めた適格担保資産の額に

対し適用されることとなります。 

 

他方、超過担保カバー率に関しては、告示案第

156条第4項に規定されている超過担保カバー

率よりも保守的であり、同条項に規定されてい

る適格資産担保の運用要件を満たしている限

りにおいて、当該基礎的内部格付手法採用行が

内部リスク管理実務に用いている超過担保カ

バー率を利用することは可能です。なお、その

際は、当該超過担保カバー率を信用リスク管理

指針に記載をした上で、当該カバー率を継続し

て利用する必要があります。 

12 第 158 条 

見直し後の告示案第 158 条第 6 項「前各項に

定めのない場合は、事業法人等向けエクスポ

ージャーの信用リスク・アセットの額の算式

に用いるマチュリティは、2.5年とする。」が、

この度の再見直し後の告示案では削除されて

いる。本条項はバーゼルⅡ最終合意パラグラ

フ 324 の定義に沿ったものであると理解して

いるが、今回、当該条項が削除されたその理

由をご教示頂きたい。 

 

また、「日銀預け金」、「郵便振替」、「その他銀

行預け金（譲渡性預け金除く）」等期限の定め

のないものは、マチュリティを何年とすれば

よいのか。 

事業法人等向けエクスポージャーの信用リス

ク・アセットの額の算式に用いるマチュリティ

（M）に関しては、バーゼルⅡを踏まえ、告示

案第158条第1項に規定された算式により算出

された実効マチュリティを利用することが求

められており、実効マチュリティの推計が困難

な場合は、同条第 2 項に規定されているよう

に、「契約上定められた当該エクスポージャー

の残存期間その他の保守的な値を用いること」

が可能となっています。このため、マチュリテ

ィを「2.5年」に設定する取引は特段想定され

ないことから、見直し後の告示案第158条第6

項を削除しています。 

 

なお、御指摘のような契約上の期限の定めのな

いエクスポージャーについては、同条項におけ

る「その他の保守的な値」により算出して頂く

ことになりますが、具体的な算出方法について

は、金融機関の実務を踏まえつつ、必要に応じ

解釈集等の中での明確化を図っていく予定で

す。 

13 

第 1条第

10号、第

78条 

株価指数先物は想定元本に 100％の掛目をか

けて与信相当額を計算するのかについて、株

価指数先物を利用したファンドの取扱いと共

に明確化して欲しい。 

 

第 78 条、および第 1 条第 10 号によると、株

内部格付手法において、株価指数先物取引は、

当該取引の裏付けとなる資産が株式であるこ

とから、告示案第1条第10号ニの規定により

ロング・ポジション及びショート・ポジション

共に株式等エクスポージャーに該当すること

になります。もっとも、当該取引の所要自己資
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価指数先物は想定元本に 100％の掛目をかけ

て株式と同様の扱いにするように読めるた

め。 

本の算出に際しては、当該取引の相手方に対す

る信用リスク（所謂「カウンターパーティー･

リスク」）と、当該取引の裏付けとなる資産の

信用リスクを、それぞれ算出して頂くこととな

ります。 

 

その際に用いられるEADについては、告示案第

157 条第 5 項において準用されている同第 79

条第1項に基づきカウンターパーティー・リス

クに係る与信相当額を算出する一方、想定元本

が当該取引の裏付けとなる資産の信用リスク

に係るEADと規定されることになります。 

14 第 162 条 

見直し後の告示案第 162 条では、保証又はク

レジット・デリバティブによる信用リスク削

減効果の勘案方法として「債務者の信用リス

クが保証人又はプロテクション提供者に完全

に代替されるときは、前三条の規定にかかわ

らず、被保証債権の被保証部分のリスク・ウ

ェイトに代えて保証又はクレジット・デリバ

ティブに対応する信用リスク・アセットの計

算式、PD及びLGDを適用することができる」

と定義されていたところ、この度の再見直し

後の告示案では「保証又はクレジット・デリ

バティブを勘案したPD又はLGDのいずれかを

適用することができる」と修正されている。

 

本修正に伴い、保証人向けの直接的なエクス

ポージャーとしてみなす方法（つまり原債権

のマチュリティを前提とした上で、PD、LGD、

RW関数の3要素については保証人に適用され

るものを採用する方法）が許容されるのか否

か不明確となったため、確認させて頂きたい。

基礎的内部格付手法採用行においては、事業法

人等向けエクスポージャーのLGD及びEADに関

しては当局設定値を利用する一方、リテール向

けエクスポージャーのLGD及びEADに関しては、

先進的内部格付手法採用行と同様に自行推計

することが求められています。このため、告示

案第162条に規定されているように、リテール

向けエクスポージャーに保証又はクレジッ

ト・デリバティブが付された場合の保証効果の

勘案は、事業法人等向けエクスポージャーの場

合と異なり、自行推計されたPD又はLGDを通じ

た調整によって行うこととなります。従って、

基礎的内部格付手法採用行であっても、リテー

ル向けエクスポージャーに保証又はクレジッ

ト・デリバティブが付された場合は、保証人向

けの直接的なエクスポージャーと安易に見な

し、保証人に適用されるPD、LGD及び信用リス

ク・アセットの額の算式を適用することは認め

られません。 

 

なお、告示案第219条第2項に規定されているよ

うに、こうした保証効果の勘案に際しては、当

該調整後のリスク・ウェイトが保証人に対する

直接のエクスポージャーに適用されるリス

ク・ウェイトを下回ってはならないことが求め

られています。 

15 

第 166 条

第5項、

第6項 

マーケット・ベース方式の内部モデル手法の

場合、少なくとも個別銘柄ごとのヘッジにつ

いては、ヘッジ効果を認めるべきである。 

 

告示案では内部モデル手法の場合、ショー

ト・ポジションをロング・ポジションとして

取り扱うこととしている。このような方法は、

そもそも VAR の計算という計算方法にはマッ

告示案第166条第5項及び第6項は、「マーケ

ット・ベース方式」のうちの「簡易手法」と、

「PD/LGD 方式」に適用されます。従って、マ

ーケット・ベース方式」のうちの「内部モデル

手法」には、当該規定は適用されません。 

 

もっとも、内部モデル手法においては、個別の

株式に対してフロアが適用されることに留意
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チしないのではないか。 

 

少なくとも、個別銘柄ごとのヘッジは認めな

いと、簡易手法やPD/LGD 方式とバランスがと

れないと思われる。 

が必要です（平成17年3月31日公表別紙5（内

部格付手法）項番85を御参照下さい）。 

16 

第 166 条

第5項、

第6項 

マーケット･ベース方式（簡易手法）、PD/LGD

方式に関し、株式等エクスポージャーに対す

るヘッジの要件及びヘッジが認められない場

合の対応について、過度に保守的な対応とな

らないよう、少なくとも解釈集等での手当て

をお願いしたい。 

 

例えば、保有株式を先物指数取引でヘッジす

る場合に、残存マチュリティの要件を満たさ

ない等の事由により、保有株式のみならず先

物指数取引についても資本賦課がなされると

すると、当該ヘッジを行なうことに対して逆

インセンティブを与えてしまうことになるた

め。 

「簡易手法」及び「PD/LGD 方式」におけるヘ

ッジは、告示案第166条第5項に規定されてい

るように、「特定の保有株式のヘッジとして明

示的に仕組まれて」いることが、その認識の要

件となります。従って、ヘッジの認識が可能と

なるのは、ヘッジの対象となる個別株（現物資

産）のショート・ポジションや個別株を参照す

る派生商品取引のショート・ポジション等が基

本的に想定されます。一方、株価指数先物取引

によるヘッジにより上記の要件を充足するこ

とは困難と考えられます。しかしながら、内部

格付手法採用行が、当該株価指数先物取引によ

るヘッジが上記の要件を充足するものである

ことを、例えば、保有株式と相応の相関を有す

ることなどの合理的な根拠に基づき疎明でき

る場合は、当該株価指数先物取引によるヘッジ

を認識することが可能と考えます。 

17 
第 166 条

第10項 

デフォルトに関する十分な情報をもたないエ

クスポージャーとして、株式ではなく債券を

保有している場合には、特別な措置は要しな

いとの理解でよいか確認させて頂きたい。 

 

本条文が適用される与信の状況と類似のケー

スとして、有価証券としての債券を保有する

取引のみが存在するケース、具体的には「債

券の発行体たる事業法人に対して、債券以外

のエクスポージャーを保有しておらず、かつ、

当該事業法人のデフォルトに関する十分な情

報をもたない場合で、第四節第一款から第八

款までに定める最低要件を満たしている場

合」が想定されている。このようなエクスポ

ージャーについては、信用リスク・アセット

の額の算出において、特別な措置は要しない

との理解でよいか確認させて頂きたい。 

有価証券については、金融再生法施行規則上の

資産査定の対象から除外されており、また、自

己査定基準においても必ずしも債務者区分の

付与の対象となっていないことから、債務者格

付を付与の際デフォルトに関する十分な情報

をもたない場合に該当する例も存在し得るも

のと考えられます。このような場合、告示案第

185 条第 2 項において、「保有する情報量が少

ない場合は、債務者格付及び案件格付の付与

（中略）を、より保守的に行わなければならな

い。」と規定されていることから、内部格付手

法採用行においては、当該債券の発行体（債務

者）に対する格付付与は保守的に行う必要があ

ります。 

 

また、こうした同一の事業法人が発行した債券

と株式等エクスポージャーを同時に保有して

いる場合、告示案第166条第10項の適用の判

断に際しては、上記の規定に従って自行推計し

たPDを用いて当該株式エクスポージャーの信

用リスク・アセットの額を算出することが可能

です。 

18 
第 166 条

第12項 

見直し後の告示案第166条第12項（株式等エ

クスポージャーPD/LGD 方式におけるリスク・

内部格付手法の採用にあたっては、国内基準の

適用を受ける海外拠点を有しない銀行（国内基
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第 167 条

第5項 

ウェイト上限）及び第 167 条第 5 項（信用リ

スク・アセットのみなし計算）において規定

されていた「海外営業拠点を有しない銀行に

おいては、2500%とする」が、この度の再見直

し後の告示案では削除されているが、その理

由をご教示頂きたい。 

 

両条文とも、自己資本控除に相当する水準を

定めているものと考えられることから、最低

所要自己資本比率が4%と定められている国内

基準においては、リスク・ウェイト＝2500%

とすることが適切であると考えられる（国内

基準においてリスク・ウェイト 1250%とした

場合、所要自己資本は 1250%×4%＝625%であ

り、自己資本控除に相当しない）。見直し後の

告示案のパブリック・コメントに対する貴庁

の回答（内部格付手法18番）においても同様

の説明がなされている。 

 

一方、第136条第2項では、「海外営業拠点を

有しない標準的手法採用行においては、

2500%」としている。標準的手法と内部格付手

法で、自己資本控除に相当する水準が異なる

ことの合理性が説明できないものと思われ

る。 

準行）においても、告示案第238条に基づき、

国際統一基準での自己資本比率が 8％以上で

あることが「当該手法の採用及び継続使用の条

件」とされており、更には、同第199条及び第

200条においてストレス・テストに基づき自己

資本の額の充実度を評価することとなってい

ます。従って、内部格付手法採用行においては、

内部格付手法の継続使用を念頭に置きつつ、ス

トレス・テストに基づく評価を踏まえた自己資

本の充実が図られることが想定されており、こ

のようなプロセスを通じて内部格付手法採用

行の自己資本比率は国内基準行であっても相

応の比率が維持されることになると考えてい

ます。 

 

このような観点から、国内基準行においても、

内部格付手法採用行の最低要件である国際統

一基準における自己資本控除に相当する

1250％を、リスク・ウェイトの上限とすること

と致しました。 

19 第 167 条 

第 167 条第 1 項を適用しファンドのルックス

ルーを行なう場合に、ファンド等から取得可

能な情報等の実態比過度なルックスルー対応

が必須となることのないよう配慮頂きたい

（例えば、ファンドが行なう派生商品取引、

長期決済期間取引、未決済取引等についても

認識することが必須となる等）。 

 

また、当該ルックスルーの程度に関する方向

感については、民間との議論を踏まえ、解釈

集等で示して頂きたい。 

 

同様に、「標準的手法」を採用した場合につい

ても、上記ルックスルーを行なった場合の取

扱いについて配慮いただくことを要望すると

ともに、その他「ルックスルー不可」の場合

の対応について、確認をさせて頂きたい。 

バーゼルⅡにおいては、どのような取引形態で

あっても、経済効果が同じ取引に対しては同様

の所要自己資本となることが基本であること

から、金融機関が直接派生商品取引等を行う場

合と、複数の資産（裏付け資産）によって構成

されるエクスポージャー（所謂「ファンド」）

を通じてこれを行う場合と、基本的に取扱いを

異にするものではありません。従って、入手可

能な情報に従い適切に所要自己資本の計算が

可能な限りにおいては、これを行って頂く必要

があります。 

 

なお、内部格付手法においては、所要自己資本

の算出上、相当の債務者及び案件の情報が必要

となること等から、実務上の過度の負担に配慮

して、ファンドの裏付けとなる個々の資産が明

らかでない場合等において、告示案第167条第

4項及び第5項に規定される信用リスク・アセ

ットの算出方法を設けています。 

20 第 167 条 
ルックスルー対応を行なった場合において、

バンキング勘定で保有した場合に信用リス

告示案第167条第1項に基づき、保有するエク

スポージャーの裏付けとなる個々の資産の信
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ク・アセット算出の対象外となるものについ

ては、同様に対象外となることを確認させて

頂きたい。 

・ 取引所に対するエクスポージャー（取引所

に上場されている株価指数先物（TOPIX先物）

等 

・ 原契約期間が5日以内の外国為替関連取引

等 

用リスク・アセットの総額をもって当該エクス

ポージャーの信用リスク・アセットとする場合

（所謂「ルックスルー」）については、御指摘

のとおりです。 

21 

第 166

条、 

第 167 条 

株式に投資するファンドに対し、167 条第 1

項を適用してルックスルーを行い、保有する

個々の株式に対して、内部モデルを適用して

リスク・アセット計算を行う場合、複数のフ

ァンドの保有明細にある株式を全て合算し、

同時に内部モデルを適用してよいことを確認

したい。 

 

具体的には、例えば株式に投資する別々のフ

ァンド A,B があり、その保有明細が以下の場

合を想定。（全てロング・ポジション） 

 

 ファンドA     ファンドB 

  銘柄 1 ： 200    銘柄 3 ： 300 

  銘柄 2 ： 300    銘柄 4 ： 300 

  銘柄 3 ： 450    銘柄 5 ： 200 

 

内部モデルを適用する際には、株式のポート

フォリオとしては、同一銘柄のロング・ポジ

ションは合算し、 

  銘柄1 ：  200 

  銘柄 2 ：  300 

  銘柄 3 ：  750 

  銘柄 4 ：  300 

  銘柄 5 ：  200 

として、纏めて同時に算出する。 

告示案第167条第1項に基づき、保有するエク

スポージャーの信用リスク・アセットを算出す

る場合（所謂「ルックスルー」）については、

御指摘のとおり、裏付けとなる同一銘柄の株式

を合算して同第166条第3項第2号に規定され

ている内部モデル手法を適用することは可能

です。なお、その際、同第167条第6項に基づ

き、エクスポージャーのポートフォリオごとに

一貫して同じ信用リスク・アセットの算出方式

を用いる必要があります。 

22 

第 166

条、 

第 167 条 

上記確認事項とほぼ同様だが、異なるファン

ドにおいて、一方のファンドでは、ある銘柄

のロング・ポジション、もう一方のファンド

では、その銘柄のショート・ポジションを保

有する場合、全体としてはネットした上で、

内部モデルを適用して良いことを確認した

い。 

具体的には、例えば株式に投資する別々のフ

ァンド A,B があり、その保有明細が以下の場

合を想定。 

 

 ファンドA        ファンドB 

告示案第167条第1項に基づき保有するエクス

ポージャーの信用リスク・アセットの額を算出

するに際し（所謂「ルックスルー」）、第 166

条第3項第2号に基づき内部モデル手法を適用

する場合、上述のとおり裏付けとなる同一銘柄

の株式のロング・ポジションとショート・ポジ

ションを相殺することが可能です。 
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  銘柄 1 ： 200   銘柄3 ： -300(ｼｮｰﾄ)

  銘柄 2 ： 300     銘柄 4 ： 300 

  銘柄 3 ： 450(ﾛﾝｸﾞ)   銘柄5 ： 200 

 

内部モデルを適用する際には、株式のポート

フォリオとしては、同一銘柄のロング・ポジ

ションとショート・ポジションはネットし、

  銘柄1 ：  200 

  銘柄 2 ：  300 

  銘柄 3 ：  150 

  銘柄 4 ：  300 

  銘柄 5 ：  200 

として、纏めて同時に算出する。 

23 

第 166

条、第

167条第

1項 

第 166 条で規定される株式等エクスポージャ

ーの信用リスク・アセットの額の算出方法の

採用と、第 167 条第 1 項における「裏付けと

なる個々の資産が明らか」かどうかを判定す

る際の基準との連関について確認させて頂き

たい。具体的には、ファンド以外の通常の株

式等エクスポージャーに係る計算方法として

PD/LGD方式を一貫して採用している金融機関

が、ファンドの扱いを検討する際に、PD/LGD

方式採用の観点からは「個々の資産が明らか」

とはいえないが、マーケット・ベース方式に

おける簡易手法採用の観点からは「個々の資

産が明らか」といえるような場合に、第 167

条第 1 項を適用することが可能かどうか（或

いは適用しなくてはならないかどうか）確認

させて頂きたい。 

内部格付手法採用行においては、株式等エクス

ポージャーの信用リスク・アセットの額を算出

するに際し、各株式等エクスポージャーのポー

トフォリオごとに一貫して同じ方式を用いる

ことが求められています（告示案第166条第2

項）。これは、本来のリスク管理のあり方にも

拘わらず、規制上最も低い所要自己資本を算出

するような適用方式を選択することを抑制す

ることを目的としています。 

 

従って、内部格付手法採用行が、告示案第167

条第 1 項における保有するエクスポージャー

の「裏付けとなる個々の資産が明らか」か否か

の判定や、同第167条に基づき保有するエクス

ポージャーの裏付けとなる株式等エクスポー

ジャーの信用リスク・アセットの額を算出する

に当たっては、上記の趣旨を踏まえつつ、ポー

トフォリオごとに一貫した方式を適用する限

りにおいて、各株式等エクスポージャーのポー

トフォリオごとに異なる方式を適用すること

は認められると考えています。 

 

なお、その際、各株式等エクスポージャーのポ

ートフォリオごとに一貫して適用される信用

リスク・アセットの額の算出方式を、信用リス

ク管理指針に明確に記載することが必要であ

るほか、当該適用方式が本来のリスク管理のあ

り方から適切であることを疎明できることが

期待されます。 

24 
第 167 条

第2項 

現物株式のみでなく株式先物取引を含むファ

ンド、ロング/ショートのファンドについて、

過半数方式を適用する場合の「過半数の判定

基準」「リスク･アセットの算出方法」につい

内部格付手法採用行においては、保有するエク

スポージャーの信用リスク・アセットを直接に

計算することができない場合で、裏付けとなる

個々の資産に株式等エクスポージャーが含ま
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て、民間との議論を踏まえ、解釈集等で示し

て頂きたい。 

れており、当該エクスポージャーの裏付けとな

る資産の総額の過半数を占める株式等エクス

ポージャーに対応するリスク・ウェイトを乗じ

た額を、当該エクスポージャーの信用リスク・

アセットとすることが可能です（所謂「修正単

純過半数方式」）。 

 

御指摘のとおり、修正単純過半数方式を適用す

るに際しては、当該エクスポージャーの裏付け

となる資産の総額の過半数を株式等エクスポ

ージャーが占めているか否かを判定する必要

がありますが、それは当該エクスポージャーの

裏付けとなる個々の資産のEADを算出し、この

合計に対する株式等エクスポージャーの比率

が 5 割を超えることを確認することにより可

能です。 

 

また、当該エクスポージャーが株式先物取引等

を含んでいる場合の信用リスク・アセットの算

出方法については、本紙項番 13、16 及び 19

をご参照頂けるほか、必要に応じ、金融機関の

実務を踏まえ、解釈集の中での明確化を図りた

いと考えています。 

25 
第 167 条

第2項 

修正過半数方式を適用する場合において、フ

ァンド全体（又は、株式以外の資産）に適用

するリスク・ウェイトの算出方法を確認した

い。 

(1) 株式の保有明細が分かっていた場合 

A. マーケット・ベース方式を使用すると定

めている場合 

 以下の何れの方法でも可能と考えてよい

か。 

 ①個々の株式に対して内部モデル手法等を

適用して算出した平均リスク・ウェイト 

 ②個々の株式に対して上場 300%、非上場

400%とした平均リスク・ウェイト 

 ③保有株式が全て上場株式だけの場合は

300%、1銘柄でも非上場がある場合は400% 

B. PD/LGD方式を使用すると定めている場合

 「個々の株式に対してPD/LGD 方式を適用し

て算出した平均リスク・ウェイト」とするこ

とが可能と考えてよいか。 

 

（2）株式の保有明細が不明の場合 

 簡易手法を適用し、上場、非上場の比率が

わかる場合はその平均、分からない場合は

本紙項番23に記載のとおり、保有するエクス

ポージャーの裏付けとなる個々の資産が株式

等エクスポージャーである場合は、本来のリス

ク管理のあり方にも拘わらず、規制上最も低い

所要自己資本を算出するような適用方式を選

択することのないよう、各株式等エクスポージ

ャーのポートフォリオごとに一貫して同じ方

式を用いることが求められています（告示案第

166条第2項）。 
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400%とする。 

26 

第 167 条

第2項、

附則第

13条第1

項 

単純過半数方式を適用する場合において、フ

ァンドが平成 16 年 9 月 30 日までに投資した

株式を保有する場合の、信用リスク・アセッ

ト額の考え方について確認したい。 

 

単純過半数方式を適用する場合で、ファンド

の裏付資産が、 

①平成16年 9月 30日までに投資した株式 

②平成16年 10月 1日以降に投資した株式 

③株式以外の資産（社債・ローン等） 

の時には、 

①ファンドが平成 16 年 9 月 30 日までに投資

した株式のため、ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾌｧｰｻﾞﾘﾝｸﾞ（附則第

13条第1項第2号）を適用する。 

②PD/LGD 方式、及びマーケット・ベース方式

（内部モデル手法、簡易手法）のいずれかを

適用して算出するリスク・ウェイトを適用す

る。 

③②と同じリスク・ウェイトを適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

告示案附則第13条に規定されている株式エク

スポージャーに関する経過措置（所謂「グラン

ドファーザリング」）は、株式のみに対して認

められている規定であり、御指摘のように裏付

資産の一部に株式以外の資産が含まれている

場合には、経過措置の対象とはならないと考え

ています。 

 

以上の趣旨を明確化するため、附則第13条第

1 項第 2 号の規定を以下のように修正致しま

す。 

 

旧：信託受益権又は投資のために設立された法

人その他これに類するものに対する持分で

あって、当該信託に属する財産又は当該法人

の保有する資産が前号の条件を満たすもの

であり、かつ、当該銀行が当該資産のうち継

続して保有されるものの銘柄及び額を特定

することができる場合。 

 

新：信託受益権又は投資のために設立された法

人その他これに類するものに対する持分で

あって、当該信託に属する全ての財産又は当

該法人の保有する全ての資産が前号の条件

を満たすものであり、かつ、当該銀行が当該

資産のうち継続して保有されるものの銘柄

及び額を特定することができる場合。 

27 

第 167 条

第4項第

1号 

「内部モデル手法」を準用する要件である「日

次又は週次で時価評価されており、当該評価

額で第三者に売却できる」につき、解約要件

については実態とかけ離れた要件とならない

よう、告示の修正又は解釈集での手当てをお

願いしたい。 

 

「保有するエクスポージャーの額が日次又は

週次で時価評価されており、当該評価額で第

三者に売却できること」との要件について、

①「売却」だけではなく「解約」でもよいこ

と、②時価評価周期と異なり、週次より長い

売却ないし解約周期についても認められるこ

と、の 2 点に関して、告示条文または解釈集

で手当てされるよう要望したい。 

内部格付手法採用行が、保有するエクスポージ

ャーの信用リスク・アセットの額を算出するに

際し、内部モデル手法を適用する場合は、告示

案第167条第4項第1号に規定されているよう

に、当該エクスポージャーの額が「日次又は週

次で時価評価されており、当該評価額で第三者

に売却できること」が求められています。これ

は、内部モデル手法による所要自己資本の算出

が時価の変動率に強く依存することから、時価

の信頼性を担保することを主たる目的として

います。 

 

こうした趣旨を踏まえると、①で御指摘の「解

約」に関しては、日次又は週次の時価による解

約が可能であり、「第三者に売却できること」

②
平成十六年十月一日
以降に投資した株式

③
株式以外の資産

（社債・ローン等）

出
資
金
（

エ
ク
ス
ポ
ー

ジ
ャ
ー
）

平成十六年九月三十日
までに投資した株式

ﾌｧﾝﾄﾞのB/S（概要）

①

株式

株式以外

ｸ゙ ﾗﾝﾄ゙ ﾌｧ ｻーﾞ
ﾘﾝｸ゙
(RW100％）

下記のいずれかの
方式を用いて算出
するRWを適用する

PD/LGD方式
マーケットベース
方式（内部モデル
手法・簡易手法）

・
・
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と同様の経済的実態を有しているものであれ

ば、時価の信頼性を担保するものと想定できる

ことから、許容されるものと考えられます。 

 

他方、②で御指摘の「週次より長い売却ないし

解約周期」に関しては、所要自己資本率のベー

スとなるバリュー・アット・リスク（VAR）の

計算を行う上で相当程度信頼できる価格が「日

次又は週次」で入手可能である限りにおいて、

売却又は解約に要する期間を折り込んで保有

期間を設定するなどの措置を講じることによ

り、当該エクスポージャーの所要自己資本を算

出することは可能と考えています。なお、こう

した売却ないし解約に要する期間が週次より

長いエクスポージャーに係る所要自己資本を、

内部モデル手法を用いて算出する場合の具体

的な方法については、今後、金融機関との対話

を通じ、必要に応じ解釈集等での明確化を図っ

ていく予定です。 

 

上記を踏まえて、告示案第 167 条第 4 項第 1

項を以下のように修正致します。 

 

旧：保有するエクスポージャーの額が日次又は

週次で時価評価されており、当該評価額で第

三者に売却できること。 

 

新：保有するエクスポージャーの額が日次又は

週次で時価評価されており、当該評価額で解

約又は第三者に売却できること。 

28 
第 167 条

第4項等 

非上場の株式投資信託であっても、公募で基

準価額が日々公表されており、基準価額で換

金できるものは、リスク・ウェイトの下限を

上場株式と同じ 200％にしてよいのではない

か。 

 

公募株式投資信託であれば、上場株式と同様

の流動性は保たれており、非上場株式と同様

に扱うのは、形式的に過ぎるのではないか。

バーゼルⅡにおいては、個々の資産のリスク特

性を適切に把握することが求められているた

め、複数の資産（裏付け資産）によって構成さ

れるエクスポージャーについても、基本的には

個々の資産に分解して、それぞれの信用リス

ク・アセットを算出することが求められていま

す（所謂「ルックスルー」）。 

 

もっとも、個々の資産に分解することが実務上

困難な場合があるため、告示案第167条第4項で

は、保有するエクスポージャーの信用リスク・

アセットを直接計算することができない場合

で、当該エクスポージャーの裏付けとなる個々

の資産の額や運用に関する基準が明らかでな

い場合（同条第1項から第3項の規定が適用でき

ない場合）についても、一定の要件を課した上
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で当該エクスポージャーを株式等エクスポー

ジャーとみなすことにより、例外的に内部モデ

ル手法を用いることを認めています。 

 

従って、御指摘のような非上場の株式投資信託

については、まず告示案第167条第1項から第3

項の適用の可否を確認した上で、内部モデル手

法を用いることが可能となります。その際、リ

スク・ウェイトの下限（フロア）を200％とす

ることは、あたかも当該投資信託が上場株式で

あることを前提とするものであるため、認めら

れません。もっとも、当該投資信託が上場され

ている場合は、同条第4項に規定する要件を満

たす限りにおいて、200％の下限を適用するこ

とは妨げられません。 

29 
第 167 条

第4項 

非上場株式を含まず，上場株式のみで構成さ

れるファンドについては，リスク・ウェイト

の下限として200％の適用を認めて頂きたい。

 

平成 17 年 6 月 17 日付パブコメ回答内部格付

手法NO.17において、「当該資産の集合体が上

場されている場合については、見直し後告示

案第 167 条第 4 項に規定する要件を満たす限

りにおいて，当該資産の集合体について200%

の下限を適用することは妨げない」とあるが、

これを言い換えれば，上場株式のみで構成さ

れるか否かに関わらず、それ自体が非上場の

ファンドについては300%の下限を適用するも

のと読める。 

 

しかしながら、多くの株式投信等については、

上場株式のみを投資対象とするものであって

も、当該資産の集合体自体が上場されている

例はむしろ少なく、告示上「株式等エクスポ

ージャー」といいながら、実態として当該条

項の適用範囲が不相当に限定される。 

 

さらに、上場株式を対象とする非上場のファ

ンド・投信の取り扱いについて告示案に照ら

して考えた場合、第 167 条第 1 項（ルックス

ルー）や同条 3 項（マンデート方式）等を適

用のうえで第 166 条 3 項 1 号のマーケット・

ベース方式の簡易手法を採用すれば、リス

ク・ウェイトは上場株式 300％で固定される

一方、同項二号の内部モデル手法を用いると

166条 12項から300%をリスク・ウェイトの下

上述のとおり、バーゼルⅡにおいては、個々の

資産の信用リスク・アセットを積み上げていく

のが原則であり、告示案第167条第4項に規定さ

れているような、保有するエクスポージャーの

信用リスク・アセットを直接計算することがで

きない場合に、当該エクスポージャーを株式等

エクスポージャーとみなし、内部モデル手法を

適用する扱いは、実務上の負担に配慮した例外

的な取扱いです。 

 

従って、御指摘のように、保有するエクスポー

ジャーの裏付けとなる資産が全て上場株式で

構成されていることが明らかである場合は、告

示案第167条第4項でなく、同条第1項又は第2

項が適用されることとなります。そのため、同

条第1項に基づき、個々の上場株式に内部モデ

ル手法を適用する際は、200％のリスク・ウェ

イトを下限（フロア）とすることが可能です。
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限としつつ、ボラティリティによってはリス

ク・ウェイトが非上場株の簡易手法によるリ

スク・ウェイトである 400％さえも上回る可

能性がある結果となる（当然ながら内部モデ

ルを用いた場合の平均リスク・ウェイトは

300％を超える）。つまり、モデルの構築やリ

スク量の計測というリソース投入に見合わな

い結果となり、リスク管理高度化のインセン

ティブを阻害しかねない。この点からも200%

の下限適用が妥当と考える。 

30 
第 167 条

第6項 

告示案第 167 条第 1 項及び第 2 項により、み

なし計算を行う際に、同条第 6 項から、選択

した方式を継続使用することとなっている

が、やむを得ない事務的事由（例えば、トラ

スティー等から提供されたルックスルー情報

の齟齬が判明する、あるいはルックスルー情

報が期限までに提供されなかった等の事態が

発生したような場合）により、期限内に信用

リスク・アセットの額を算出できない事態も

想定される。このためルックスルー方式の採

用を決定したファンド等については、リス

ク・ウェイト 400％以下である旨疎明できる

ことを前提に、第 5 項に基づく計算を許容し

て頂きたい。 

告示案第167条第6項の規定は、内部格付手法

採用行が、保有するエクスポージャーの信用リ

スク・アセットのみなし計算を行なう際に、本

来のリスク管理のあり方にも拘わらず、規制上

最も低い所要自己資本を算出するような適用

方式を選択することのないよう、エクスポージ

ャーのポートフォリオごとに一貫して同じ方

式を適用することを求めるものです。 

 

従って、御指摘のような事務的事由の事前の回

避が困難であって、当該事由の発生が真にやむ

を得ない場合である限りにおいて、同条第 1

項から第 3 項の規定によることができない場

合、と解釈する余地はあると考えられます。 

31 第 167 条 

MMF については，欧米当局の動向を踏まえた

特別な取扱いを規定して頂きたい。 

 

いわゆる MMF は裏付けとなる個々の資産の

額、および運用基準の把握が困難であるため、

国内告示案に沿った場合には、第 167 条のみ

なし計算規定に基づき、リスク・ウェイト

400％を適用することになると考えられるが、

経済実感から大きく乖離した結論であり、他

方、欧米の当局は MMF について AAA 格の銀行

同様に見做す方向で検討中であると伝えられ

ている。 

 

ついては邦銀の国際競争力維持・向上および

適正な市場形成の観点から、我が国において

も欧米と同様の方向で対応できるよう検討し

本紙項番28に記載のとおり、バーゼルⅡにお

いては、複数の資産（裏付け資産）によって構

成されるエクスポージャーについても、基本的

には個々の資産に分解して、それぞれの信用リ

スク・アセットを算出することが求められてい

ます（所謂「ルックスルー」）。 

 

御指摘の MMF（Money Management Fund）につ

いては、通常、主として投資適格以上の債券及

び短期金融市場の商品（コマーシャル・ペーパ

ー等）によって構成されているものと理解され

ます。このため、内部格付手法採用行が、告示

案第167条第1項に基づき、当該MMFの裏付け

となる個々の資産の信用スク・アセットを算出

すると、現行規制と比較して当該MMFの信用リ

スク・アセットの額は大幅に低下し得るものと
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て頂きたい。 想定され、現時点においてはMMFに対する具体

的な取扱いを別途設けることを特段考えてお

りません。 

 

もっとも、MMFのリスク特性や経済実態等を踏

まえ、実務上の負担に配慮した具体的な取扱い

を、その必要性も含め、今後検討したいと考え

ています。 

32 

第 174 条

～第177

条 

リース取引に係る信用リスク・アセットの算

出にあたり、資本額や利益計上額との齟齬を

避けるため、財務諸表上の数字を用いた計算

（償却後簿価を用いて EAD を算出する取扱）

を認めて頂きたい。 

 

①告示案第三条によれば、連結自己資本比率

は連結財務諸表を用いて算出するものと規定

されているが、本邦リース会社においては、

所有権移転外ファイナンス・リースとオペレ

ーティング・リースの別を問わず、賃貸借処

理が定着しており、告示案第百七十五条の想

定する、売買処理に基づく財務諸表は必ずし

も作成されてはいない。従って、この点にお

いて、何らかの実務上の取扱いを別途考慮す

る必要がある。 

 

②こうした考慮なしに自己資本比率を算出し

た場合、財務諸表上の利益計上額・自己資本

額と信用リスク・アセットの額は齟齬を来し、

自己資本比率は過少に評価されることとな

る。即ち、賃貸借処理、売買処理双方の財務

諸表上の資産残高の差異は、とりもなおさず、

利益計上額ひいては自己資本ないしは引当金

の額に影響しうる。 

 

③一方、告示案第百五十七条に、「事業法人等

向けエクスポージャーの信用リスク・アセッ

トの額の算式に用いるオンバランス資産項目

の EAD は、当該エクスポージャーを全額償却

した場合に減少する自己資本の額並びに個別

貸倒引当金及び部分直接償却額の合計額を下

回らない額とする」と規定されているが、財

務諸表上の資産残高を用いて EAD を算出した

場合、必ず本規定に適ったものとなる。 

 

④以上をもって、「リース料から利息相当額を

差引いた額を EAD として算出した自己資本比

内部格付手法においては、告示案第 7 章第 2

節及び第3節に規定されているように、債務者

の信用リスクの変化に基づく経済的損失に着

目し、金融機関内部のデータ等を基に推計され

たPD、LGD 及びEADを用い、信用リスク量とし

ての所要自己資本を算出することが求められ

ています。 

 

このような中で、御指摘のように会計処理の違

いにより、自己資本及び引当金の取扱いが異な

るとしても、経済的価値に基づかないEADを基

に所要自己資本を算出した場合、税効果の影

響、LGDと EAD間での齟齬等により、結果とし

て所要自己資本が過小に算出されることにも

なりかねません。 

 

なお、EAD算出に関する実務上の配慮の必要性

については、現在のリース会計において、所有

権移転外ファイナンス・リースにおいても売買

処理が原則とされており、例外的に賃貸借処理

を行う場合であっても売買処理に準じた注記

が行われており、特段の事情はないものと基本

的に考えています。 
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率を上回らない場合、かつその事実が合理的

に説明しうる場合においては、財務諸表上の

資産残高（＝償却後簿価残高）を EAD として

取扱うことを許容する」等の、実務上の取扱

いを認めて頂きたい。 

33 
第 174 条

第1項 

「レッシー」「レッサー」という用語は、英語

のlessee、lessor の音訳だと思われるが、こ

れらの発音は、「レシー」「レサー」であり、

「ッ」の音は発音に存在しない。このため、

「レッシー」「レッサー」という用語は不適当

であり、「レシー」「レサー」とすべきである。

本告示の作成においては、規制対象者である金

融機関及び金融機関の子法人等のリース会社

関係者に理解され易い用語を選んでおります。

御指摘の「lessee」、「lessor」についても、関

係者の中では「レッシー」及び「レッサー」が

定着しており、これを踏まえたものとなってお

ります。 

34 
第 174 条

第1項 

告示案のリースの定義では、中途解約可能な

賃貸借もリースに該当することになる。しか

し、中途解約可能な賃貸借は、ファイナンス・

リースより遥かにリスクの大きい取引であ

り、そのようなものをファイナンス・リース

と同等に取扱い、借主のPDによりリスクを低

減させることはリスク管理上好ましくない。

 

告示案及びバーゼルⅡパラグラフ523、524 で

言うリースとは、ファイナンス・リースを念

頭に置いたものと思われる。そうであれば、

ファイナンス・リースの定義は、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭

和三十八年十一月二十七日大蔵省令第五十九

号）」の第8条の6にあるのであるから、それ

を引用して、整合性を取るべきである。 

 

このため、告示案第 174 条第 1 項の末尾「支

払う取引をいう。」は「支払う取引であって、

財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関す

る規則（昭和三十八年十一月二十七日大蔵省

令第五十九号）の第 8 条の 6 に定めるファイ

ナンス・リースに該当するものをいう。」と改

めるべきである。 

ファイナンス・リースと比較して、中途解約が

可能な所有権移転外ファイナンス・リース及び

オペレーティング・リ－スについては、レッシ

ーのデフォルト・リスクに加えて、物件の価格

変動のリスクを潜在的に有していることは御

指摘のとおりです。しかしながら、内部格付手

法においては、信用リスクに係る所要自己資本

算出の際に、レッシーのデフォルト・リスクを

無視し、物件の価格変動のリスクのみを認識す

ることは適当ではないと考えています。 

 

なお、レッシーのデフォルト・リスクに加えて、

物件の価格変動についても信用リスクとして

認識すべきか否かについては、その必要性も含

め、予備計算期間中に検討することとします。

35 
第 174 条

第2項 

この項は、バーゼルⅡパラグラフ 524 の第 2

文に対応すべきものであると思われる。しか

し、格助詞「は」が 2 個あるため主語述語の

関係が破壊されて日本語文法に合致していな

い。また、「確保」とは何を意味するのか、不

明である。 

 

バーゼルⅡパラグラフ 524 の第 2 文は訳せば

次のようになる。「残価リスクとは、リース物

件の公正な価値が、リース開始時に見積もっ

御指摘の趣旨を踏まえ、第174条第2項を以下

のように修正致します。 

 

旧：この章において、残価リスクとは、リース

期間の終了日におけるリース物件の公正な

市場価格が見積残存価格を下回る場合は、当

該差額をレッサーが回収しうるような支払

いをレッシーがなすことが確保されていな

いときに、レッサーが負担するリスクをい

う。 
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た残価を下回ることにより発生する損失への

貸主の露出をいう。」これは、要するに、「借

主の信用リスク」とは無関係に、「物件の価格

変動」によって発生する損失を指すものであ

るから、この 2 者の対立関係が分かるように

すべきである。 

 

このため、第 174 条第 2 項は「この章におい

て、残価リスクとは、リース物件の公正な価

値が、見積残存価値を下回ることにより、レ

サーがその差額を損失として被るリスクをい

う。」と改められるべきである。 

 

新：この章において、残価リスクとは、リース

期間の終了日におけるリース物件の公正な

市場価格が、見積残存価額を下回ることによ

り、レッサーがその差額を損失として被るリ

スクをいう。 

36 
第 174 条

第3項 

「リース期間終了後」とは、何時か不明であ

り、「リース期間終了時」とすべきである。「リ

ース期間の開始日」は、「日」としているが「時」

とすべきである。 

 

このため第174条第3項は「この章において、

見積残存価値とは、リース期間終了時におけ

るリース物件の価値として、リース開始時に

おいてレサーが見積もった価値を言う。」と改

めるべきである。 

御指摘の趣旨及び他の条文との整合性を踏ま

え、第174条第3項を以下のように修正致しま

す。 

 

旧：この章において、見積残存価格とは、リー

ス期間終了後におけるリース物件の額とし

てレッサーがリース期間の開始日に見積も

った額をいう。 

 

新：この章において、見積残存価格とは、リー

ス期間終了時におけるリース物件の額とし

てレッサーがリース期間の開始日に見積も

った額をいう。 

37 第 175 条 

この条は、バーゼルⅡパラグラフ 524 の第 1

点に対応するものと思われる。しかし、バー

ゼル合意パラグラフ 524 の第 1 点には「利息

相当額」という概念はない。バーゼルⅡパラ

グラフ 524 の第 1 点は「リース料支払の流れ

を減価(discount)したものは、借主の財務的

強さ(PD)および、監督者による、あるいは自

らが推定した LGD(どちらか適当なもの)に相

応しいリスク・ウェイトを受ける。」となって

いる。あるいはdiscount を「利息相当額」と

解釈したものかも知れないが、必ずしも

discount とは「利息相当額」を指すものでは

なく、単に「減価」されていれば良いもので

あり、その方法は各国の決算会計基準に従い

各種考えられるものである。 

 

バーゼルⅡパラグラフ 524 を全体としてみれ

ば、残価リスクのあるリース取引においては、

リース取引の価格を残価部分とリース料部分

に分け、リース料部分についてはリース料総

額ではなく減価したもので良く、リース料部

内部格付手法採用行においては、告示案第175

条に規定されているように、リース料に係る信

用リスク・アセットの額を算出する場合、「リ

ース料からレッサーがリース期間の開始日に

利息相当額として合理的に見積もった額を控

除した額」をEADとすることが基本的に求めら

れています。これは、バーゼルⅡパラグラフ

524 の趣旨に鑑み、レッシーの PD 及び LGD を

踏まえた、レッサーが受け取るであろう将来キ

ャッシュ・フローの割引現在価値を想定してお

り、単に「減価」されているものを想定したも

のではありません。 
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分のリスク・ウェイトは借主の PD、LGD で定

める、残価部分のリスク・ウェイトは100%と

するということである。 

 

バーゼルⅡパラグラフ 524 の趣旨が上記のと

おりであるから告示案第 175 条はバーゼルⅡ

と齟齬がある。このため第 175 条は「残価リ

スクのあるリース取引に係わる信用リスク・

アセットの額は、リース取引の価格を見積残

存価格部分とリース料部分に分けて算出した

ものの合計とする。第 2 項 見積残存価格部

分のリスク・ウェイトは100%とする。第3項

リース料部分については、その EAD はリース

料総額を下回るものとし、レシーおよびリー

ス取引の PD、LGD、S、M に基づきリスク・ア

セットを算出する。」とすべきである。 

38 

第 176 条

第1項第

1号 

第 176 条第1項第1号は「リース物件の所在、

用途、経過年数及び陳腐化への対応策につい

てレッサーが堅固なリスク管理を行っている

こと。」とあるが、バーゼルⅡパラグラフ523

の第 1 点には「陳腐化への対応策」という部

分はない。 

 

バーゼルⅡパラグラフ 523 の第 1 点は、

"Robust risk management on the part of the 

lessor with respect to the location of the 

asset, the use to which it is put, its age 

and planned obsolescence,"となっており、

"planned obsolescence"を「陳腐化への対応

策」と誤訳したものと思われるが、これは「計

画耐用年数」という意味であり、「経過年数の

みならず、耐用年数も管理すべし」というこ

とを言うものである。 

 

このため、第 176 条第 1 項第 1 号は「リース

物件の所在、用途、経過年数及び耐用年数に

ついてレッサーが堅固なリスク管理を行って

いること。」と改めるべきである。 

内部格付手法においては、残価リスクのないリ

ース取引に係る信用リスク・アセットの額を算

出する場合、レッシー向けのエクスポージャー

にリース物件が担保に付されているものとし

て取扱うことが可能となっています。もっとも

その際、当該内部格付手法採用行は、バーゼル

Ⅱパラグラフ523と同様に、告示案第176条第

1 項で規定されるリース物件に関する要件を

満たすことが求められています。これらリース

物件に関する要件は、リースの対象となる資産

の特性を踏まえ、適格その他資産担保の運用要

件以上のリスク管理を内部格付手法採用行に

求めるものです。従って、御指摘頂いた同条項

第一号に規定される「陳腐化への対応策」につ

いては、耐用年数の管理を含めた、リース物件

の陳腐化に対するより積極的なリスク管理を

想定しています。 

39 

第 176 条

第1項第

3号 

第 176 条第 1 項第 3 号は、バーゼルⅡパラグ

ラフ 523 の第 3 点に対応するものと思われる

が、誤訳である。バーゼルⅡパラグラフ 523

の第3点を正しく訳せば、「リース物件の減価

償却による価値の減少の率と、リース元本の

リース料支払による減少の率の差異は、リー

ス物件による信用リスク削減手法の効果を過

大にするほど大きいものであってはならな

御指摘の趣旨を踏まえ、第 176 条第 1 項第 3

号を以下のように修正致します。 

 

旧：リース物件の減価償却率と一定期間におけ

るリース料の元本相当部分の支払比率の差

異が、当該リース物件に基づく信用リスク削

減手法の効果を過大に勘案するほど大きな

ものでないこと。 
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い。」である。英語で depreciation 、 

amortization といった場合、どれだけ価値が

残っているか（ストック）に着目するのに対

し、日本語で減価償却、返済と言った場合、

一定期間の減少額（フロー）に着目すること

が誤訳の原因であると思われる。 

 

今回の場合、減価償却や一定期間の返済比率

といったフローを見ても無意味なことは明白

であって、ストックとして、リース物件の価

値とリース元本の関係が異常になっていない

かを見るべきであるという意味であることは

明白である。 

 

このため、第176条第1項第3号は、「リース

物件の減価償却による価値の減少の率とリー

ス元本のリース料支払による減少の率の差異

は、リース物件による信用リスク削減手法の

効果を過大にするほど大きいものでないこ

と」と改めるべきである。 

 

新：リース物件の減価償却による価値の減少率

とリース元本相当部分のリース料支払によ

る減少率の差異は、当該リース物件による信

用リスク削減手法の効果を過大にするほど

大きなものでないこと。 

40 第 177 条 

「見積残存価額」という用語と「見積り残存

価額」という用語が混在しているが、「見積残

存価額」に統一すべきである。 

御指摘を踏まえ、告示案を修正致します。 

41 第 206 条 

「延滞日数の見直し」対象となる資産につい

て、現行の開示基準との整合性をどのように

考えればよいのか。 

 

本規定は行内におけるデフォルト定義に止め

るとしても、「3ヶ月以上延滞」の概念に「実

質延滞」を織り込むこととなり、現行の開示

基準と相違するため、どのように対応すれば

よいのか見解を示して頂きたい。 

要管理債権の判断において、「延滞日数の見直

し」の対象となる資産が、「貸出条件緩和債権」

に該当するか否かは延滞日数に拘わらず、「貸

出条件緩和債権」に該当するか否かにより判断

されることとなります。また当該資産が、「3

ヶ月以上延滞債権」に該当するか否かについて

は、「延滞日数の見直し」後の形式的な延滞日

数で判断することとなります。 

42 第 238 条 

内部格付手法を用いる銀行については、第 2

条及び第14条の算式により得られる比率が8

パーセント以上であることを当該手法の採用

及び継続使用の条件とあるが、当該条件は、

第 13 条及び第 24 条の内部格付手法又は先進

的計測手法の使用開始に伴う所要自己資本の

下限適用前と考えてよいか。 

内部格付手法又は先進的計測手法を採用する

金融機関においては、当該手法採用当初におけ

る自己資本比率が必ずしも安定的でないこと

に鑑み、算出される自己資本比率に対して一定

の妥当性を確保することを目的に、当該手法の

使用を開始した日から2年間、旧所要自己資本

の額に告示案第13条第1項又は同第24条第1

項で定められた率を乗じて得た額を下限（フロ

ア）として設定しています。 

 

従って、告示案第238条に基づき、内部格付手

法の採用及び継続使用の是非を判断するに際

しては、一定の妥当性が確保されていると考え

られる下限適用後の自己資本比率で判断する
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ことが適当と考えます。 

43 第 238 条 

国内で営業を行う金融機関の自己資本比率規

制は「国内基準」が原則であり、「内部格付手

法を採用する国内基準行」のみに、別規制で

ある「国際基準」と同様の計算式を導入する

ことは、国内基準行に対する規制の一貫性を

損なう。 

現行規制や標準的手法では、当局が設定したリ

スク・ウェイトを当該エクスポージャーの資産

の額又は与信相当額に乗じ、信用リスク・アセ

ットの額（自己資本比率の「分母」）を算出す

る扱いとなっています。これに対し、内部格付

手法においては、金融機関が内部リスク管理上

用いているデータ等に基づき、信用リスク量と

しての所要自己資本（同「分子」）をまず推計

した上で、それを国際統一基準における最低自

己資本比率「8％」（国内基準では「4％」）の逆

数である「12.5」（同「25」）で乗ずることによ

って、信用リスク・アセットの額（同「分母」）

を算出する扱いとなっています。 

 

従って、内部格付手法においては、信用リス

ク・アセットの額の算出に際し、所要自己資本

を25倍するのでなく、12.5倍する扱いとなっ

ていることから、国内基準行であっても、国際

統一基準に基づく自己資本比率が 8％以上で

あることを当該手法の採用及び継続使用の条

件としております（告示案第238 条）。なお、

国際統一基準に基づき算出された自己資本比

率は、あくまで上記の最低要件の充足の是非を

判断するためだけに用いられるものであって、

当該国内基準行の開示や早期是正措置の発動

等の対象になるものではありません。 

44 

第 241 条

第2項第

2号 

告示案第 241 条第 2 項第 2 号に「有効な限り

において、最も長期の標本期間にわたるデー

タ」という記載がある。「最も長期の標本期間

にわたるデータ」については、「VAR算出の過

程で参照するヒストリカル・データは市況悪

化時、景気低迷期を含む必要がある」ために

求められる要件であると解釈できる。 

 

一方で、株式等エクスポージャーのポートフ

ォリオに含まれる銘柄のうち、大半の銘柄の

ヒストリカル・データが入手不可能であるよ

うな観測期間を用いて VAR を算出した場合に

は、算出された VAR 値の信頼性が確保できな

い等の問題が生じる。 

 

したがって、標本期間の設定に際しては、各

行が分析に基く総合的な見地から VAR 算出上

有効と判断する長期の標本期間を設定して良

御指摘のとおり、内部格付手法採用行が内部モ

デル手法を用いる際には、株式等エクスポージ

ャーのポートフォリオに含まれる個々の株式

等エクスポージャー（以下、銘柄）のうち、大

半の銘柄の参照データが入手不可能であるよ

うな標本期間でバリュー・アット・リスク（VAR）

を算出することは適当ではなく、総合的な見地

から VAR 算出上有効な限りにおいて最も長期

の標本期間にわたるデータを用いることが適

当と考えられます。 

 

しかしながら、VAR算出に用いられる参照デー

タに関しては、告示案第241条第2項第5号イ

に規定されているように、景気後退期を含む必

要があり、参照データが当該要件を十分に充足

できない場合は、推計値が適切となるよう保守

的な調整が必要となります。 
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いことを確認したい。 なお、個々の株式等エクスポージャーが告示案

第166条第7項に定められたリスク・ウェイト

の下限（フロア）に抵触するか否かの判定にお

いては、個々の株式等エクスポージャー毎に 

「有効な限りにおいて、最も長期の標本期間に

わたるデータ」に基づくことが必要と考えられ

ます。 

45 

第 241 条

第3項第

2号 

内部モデルが、ファンドをルックスルーした

保有明細にある株式に対して適用することを

目的とする場合、株式だけの運用実績等の把

握は困難であることから、本号に関し、ファ

ンド全体での実績等による対応でよいことを

確認したい。 

 

本号には、「内部モデルが、銀行全体の経営情

報システム及び内部格付手法の適用対象であ

る株式等エクスポージャーのポートフォリオ

の管理と統合されており、かつ、次に掲げる

事項について利用されていること。」とあり、

イに「最低投資利回りの設定及び代替的な投

資の評価」、ロに「株式等エクスポージャーの

ポートフォリオのリスク調整後の実績その他

の運用実績の測定及び評価」、ハに「保有株式

に対する資本の配賦及び総合的な自己資本の

適切性の評価」とあるが、ファンドにおいて

は、ルックスルー可能なファンドであっても、

個別株式の売買実績データは開示されず、測

定や評価が困難である。 

 

例えば、ファンドの資本配賦等の適切性等は、

ファンドの中の個々の株式を把握することで

はなく、ファンド全体を評価することが妥当

と考えてよいことを確認したい。 

御指摘の告示案第241条第3項第2号の各規定

は、内部格付手法採用行が株式等エクスポージ

ャーの信用リスク・アセットの額の算出に際し

用いる内部モデルが、当該行の内部リスク管理

等に利用されていることを求めるものです。従

って、当該規定においては、保有するエクスポ

ージャー（所謂「ファンド」）の裏付けとなる

個々の株式等エクスポージャーについての評

価が求められているのではなく、ファンドその

ものについての評価を行うことで妥当と考え

ます。 

46 

第 241 条

第4項第

1号 

「有効性及び一貫性について検証を行なうシ

ステム」とは、「検証等を行なう機能がシステ

ム化されていること」ではなく、「検証等を行

なう体制、仕組み」のことを意味していると

の理解でよいか。 

 

本号には、｢内部モデル及び内部モデルを構築

する過程の有効性及び一貫性について検証を

行うシステムが設けられており、かつ、当該

検証は、当該銀行をして内部モデル及び内部

モデルを構築する過程について有意義かつ一

貫性のある評価を行うことを可能ならしめる

ものであること。」とあるが、「有効性及び一

御指摘のとおりと考えます。 
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貫性について検証を行なうシステム」とは、

「検証等を行なう機能がシステム化されてい

ること」ではなく、「検証等を行なう体制、仕

組み」のことを意味しているとの理解でよい

か。 

 

また、「有効性及び一貫性について検証を行

う」とは、具体的には 241 条 4 項 2 号以降に

記載された内容を求めていると理解してよい

か。 

47 

第 241 条

第4項第

3号 

「外部データを用いて定量的な手法に基づく

検証及び比較を実施」とは、具体的にどのよ

うなことを想定しているのか明示して頂きた

い。 

 

「外部データ」については、具体的にはどの

ようなものを想定しているのか確認させて頂

きたい。 

 

また、「外部データを用いた検証及び比較」に

ついては、具体的にどのような手法により、

どのような目的で実施するものであるか、確

認させて頂きたい。 

告示案第241条に規定されている、内部格付手

法採用行が株式等エクスポージャーの信用リ

スク・アセットの額の算出に際し用いる内部モ

デルの検証の詳細に関しては、今後、金融機関

におけるリスク管理実務を踏まえつつ、必要に

応じ、解釈集等において明確化を図っていきた

いと考えています。 

48 

第 241 条

第4項第

8号 

当該条文における検証とは、どのようなこと

を目的に実施することを求めているのか、ま

た、その目的を前提とした場合に、「異なる期

間」とはどのような期間を想定しているのか

明確にして頂きたい。 

内部格付手法採用行が株式等エクスポージャ

ーの信用リスク・アセットの額の算出に際し内

部モデル手法を用いる場合、保有期間四半期の

VARを算出する必要があります（告示案第166

条第7項）。もっとも、内部モデルで算出され

た保有期間四半期のVARについては、実現値を

観測することが可能な回数に制約があること

から、実現値との比較を通じた検証が困難とな

ることも想定されます。従って、より短い保有

期間等を想定したVARを算出し、より頻繁な実

現値との比較を通じた検証を実施することに

より、内部モデルの適切性を担保することを想

定しています。 
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附則第

12条第4

項第2号 

バーゼルⅡ実施当初は、最低要件を充足した

内部格付制度を平成 19 年 3 月 31 日以後使用

していることが求められているが、承認審査

においては、バーゼルⅡパラグラフ 393 に基

づいた規制の運用が必要と思われる。 

 

平成 19 年 3 月 31 日以後に内部格付手法の採

用について承認申請をする場合においては、

最低要件（第 1 款～6 款）に沿った内部格付

制度の運用を平成 19 年 3 月 31 日以後使用し

告示案第143条第1項においては、内部格付手

法の承認の基準として、「最低要件に沿った内

部格付制度を、当該承認に先立って三年以上に

わたり使用」することとともに、「最低要件を

内部格付手法の使用を開始する日以降満たす

ことが見込まれ」ることが規定されています。

当該基準は、バーゼルⅡを踏まえ、最低要件を

充足した内部格付制度でなく、最低要件に概ね

合致した内部格付制度を、内部格付手法の承認

に先立って 3 年以上使用することを求めるも



 

 29  

ていることが求められているが、多くの金融

機関において、当該移行期間中を含めて内部

格付制度を最低要件に充足させた上で内部格

付手法の採用について申請を行うことが考え

られる。 

 

条文をそのまま解釈すれば、平成 19 年 3 月

31日時点で金融機関の内部格付制度が最低要

件を充足していなければ、仮にその後内部格

付制度の高度化によって最低要件を充足した

場合でも、平成 22 年 3 月 31 日以降でなけれ

ば内部格付手法の承認が受けられないとも解

釈できる。 

 

多くの金融機関が内部格付手法の採用を目指

してリスク管理の高度化を推進している中、

平成 19 年 3 月 31 日においては最低要件を充

足しなかったものの、その後早期に充足出来

た場合であっても平成 22 年 3 月 31 日迄内部

格付手法の採用申請ができないということで

あれば、当該金融機関にとってリスク管理高

度化の取組に対するインセンティブが失われ

るのではないかと懸念する。 

 

バーゼルⅡのそもそもの狙いである「金融機

関におけるリスク管理の高度化」を促すこと

を踏まえた規制の運用がなされるべきであ

り、具体的には、バーゼルⅡ最終合意のパラ

グラフ 393 で記載されているような運用が、

内部格付手法の承認プロセスにおいて必要で

あると思料する。この点について、貴庁の考

え方をご教示頂きたい。 

のです。 

 

従って、平成19年 4月以降に内部格付手法の

承認申請を希望する金融機関に対して、全ての

最低要件を充足した内部格付制度を平成19年

3 月 31 日時点で求める趣旨ではなく、最低要

件に沿った内部格付制度を構築し、リスク管理

等に積極的に利用して頂く過程の中で当該内

部格付制度の最低要件の充足性を十分に検証

して頂き、一定期間の確認を経た上で、内部格

付手法採用の申請を行って頂くことを想定し

ています。 

 

なお、御指摘頂いたバーゼルⅡパラグラフ393

については、告示案第144条において、内部格

付手法採用行は、最低要件を満たさない事由が

生じた場合は、遅滞なく、その旨を金融庁長官

に届け出るとともに（同条第1項第3号）、当

該事由に関する改善計画を記載した書面又は

当該事由が当該銀行のリスクの観点から重要

でない旨の説明を記載した書面を速やかに提

出することを求めています（同条第2項）。 
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信金 

第 172

条第 5

項 

第 172 条第 5 項の数式部分を次のよう

に改めるべき。 

 

（原案） 

×（デフォルト・リスクに係る第二百

六十二条第一項に定める LGD）＋×（デ

フォルト・リスクに係る第二百六十九

条第一項に定める LGD）＋ 

 

（修正案） 

×（デフォルト・リスクに係る第二百

六十二条第一項に定める LGD）＋ 

御指摘を踏まえ、信金告示第 172 条第 5

項を以下のように修正致します。 

 

現：×（デフォルト・リスクに係る第

二百六十二条第一項に定める LGD）＋

×（デフォルト・リスクに係る第二百

六十九条第一項に定める LGD）＋ 

 

新：×（デフォルト・リスクに係る第

二百六十二条第一項に定める LGD）＋

×（デフォルト・リスクに係る第二百

六十九条第一項に定める LGD）＋ 

51 
信金 

附則 

附則第 9 条第 1 項の一部を次のように

改めるべき。 

御指摘を踏まえ、信金告示の附則第 9

条第 1 項ただし書きを以下のように修
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第 9 条

第 1 項 

 

（原案） 

当該基礎的内部格付手法採用金庫に

なる信用金庫又は信用金庫連合会又

は先進的内部格付手法採用金庫にな

る信用金庫又は信用金庫連合会のう

ち・・・ 

 

（修正案） 

当該基礎的内部格付手法採用金庫に

なる信用金庫若しくは信用金庫連合

会又は先進的内部格付手法採用金庫

になる信用金庫若しくは信用金庫連

合会のうち・・・ 

正致します。 

 

旧：ただし、当該基礎的内部格付手法

採用金庫になる信用金庫又は信用金

庫連合会又は先進的内部格付手法採

用金庫になる信用金庫又は信用金庫

連合会のうち、平成二十年三月三十一

日の後に先進的計測手法採用金庫に

なる信用金庫又は信用金庫連合会に

関し、先進的計測手法の使用の開始の

日以降については、これに代えて、新

告示第十条第二項、第十八条第二項、

第三十条第二項及び第四十一条第二

項の規定の適用を受けるものとする。

 

新：ただし、当該基礎的内部格付手法

採用金庫になる信用金庫若しくは信

用金庫連合会又は先進的内部格付手

法採用金庫になる信用金庫若しくは

信用金庫連合会のうち、平成二十年三

月三十一日の後に先進的計測手法採

用金庫になる信用金庫又は信用金庫

連合会に関し、先進的計測手法の使用

の開始の日以降については、これに代

えて、新告示第十条第二項、第十八条

第二項、第三十条第二項及び第四十一

条第二項の規定の適用を受けるもの

とする。 
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信組 

第 1 条

第 7 号 

後段「基礎的内部格付手法を採用する

信用協同組合を総称していう。」を「基

礎的内部格付手法を採用する信用協

同組合等を総称していう。」としてほ

しい。 

御指摘を踏まえ、信組告示第 1 条第 7

号後段を以下のように修正致します。

 

旧：信用協同組合等（信用協同組合及

び信用協同組合連合会（中小企業等協

同組合法（昭和二十四年法律第百八十

一号）第九条の九第一項第一号の事業

を行う協同組合連合会をいう。以下同

じ。）をいう。以下同じ。）のうち、先

進的内部格付手法を採用する信用協

同組合等と基礎的内部格付手法を採

用する信用協同組合を総称していう。

 

新：信用協同組合等（信用協同組合及

び信用協同組合連合会（中小企業等協

同組合法（昭和二十四年法律第百八十

一号）第九条の九第一項第一号の事業

を行う協同組合連合会をいう。以下同
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じ。）をいう。以下同じ。）のうち、先

進的内部格付手法を採用する信用協

同組合等と基礎的内部格付手法を採

用する信用協同組合等を総称してい

う。 
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労金 

第 205

条 

条文上段の括弧書き(条見出し）が欠

落していると思われる。 

前条と関連のある条文のため、本条に

ついては条見出しを付していません。

よって、原案を維持致します。 

 


